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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

        ２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第59期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 40,693 43,167 42,059 85,166 87,287 

経常利益 （百万円） 243 251 134 740 885 

中間（当期）純利益 （百万円） 90 658 206 492 1,384 

純資産額 （百万円） 9,636 10,439 10,841 10,184 11,202 

総資産額 （百万円） 20,407 22,369 22,381 20,465 21,950 

１株当たり純資産額 (円) 429.02 464.82 482.81 453.44 498.85 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 4.03 29.32 9.18 21.96 61.64 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 47.2 46.7 48.4 49.8 51.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △45 △2,090 △1,143 368 △1,668 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △139 △744 △323 750 483 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △333 1,257 642 △671 9 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（百万円） 1,592 981 559 2,558 1,383 

従業員数 (人) 331 327 327 308 310 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．第59期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

事項はない。 

３【関係会社の状況】 

 重要な子会社の異動はない。なお、共同水産㈱と築地食品㈱は、平成１９年４月１日付で合併統合し、共同水産㈱

として、事業を行っている。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 38,755 40,698 39,580 81,075 81,971 

経常利益 （百万円） 261 240 151 708 818 

中間（当期）純利益 （百万円） 108 578 233 464 1,378 

資本金 （百万円） 2,037 2,037 2,037 2,037 2,037 

発行済株式総数 (千株) 22,475 22,475 22,475 22,475 22,475 

純資産額 （百万円） 9,192 9,916 10,426 9,702 10,762 

総資産額 （百万円） 19,328 21,214 21,176 19,334 20,681 

１株当たり純資産額 (円) 409.26 441.52 464.31 432.00 479.27 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 4.85 25.76 10.38 20.68 61.39 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 3.00 5.00 

自己資本比率 (％) 47.6 46.7 49.2 50.2 52.0 

従業員数 (人) 220 204 195 190 192 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数である。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

水産物卸売業 285  

冷蔵倉庫業 41  

不動産賃貸業 1  

合計 327  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 195   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国の経済は、原油価格高騰の長期化、為替相場や株式市況、金利動向の先行き不透明

感等、マイナス材料があったものの、企業収益の改善や設備投資の増加、回復基調が見られ、景気は確実に上向く

気配が見られました。 

  水産物卸売市場業界におきましては、上記のような情勢にもかかわらず、国内において個人消費は期待したほど

の伸びを示さず、また、消費者の食に対する安心・安全志向の高まりから、衛生管理の徹底、産地や種別等の的確

な表示などの取り組みが業界全体に求められました。一方、魚食ブームに端を発した中国、ヨーロッパを中心とし

た水産物の需要の増大は、一部の魚種において世界的な価格の上昇を引き起こし、また資源管理の観点から漁獲規

制がより厳しくなっており、少なからず当業界に影響を与えております。 

  当社グループにおきましては、積極的な営業活動の展開と、与信管理の徹底及び内部管理体制の強化をこれまで

にもまして徹底することにより、この苦境に対処してまいりました。しかしながら、当社グループの中核である卸

売部門においては、取扱数量は前年同期比で若干ではありますが減少し、取扱金額は前年同期を下回りました。魚

種別おいては次のとおりとなっております。鮮魚部門は、鮮マグロが数量、金額ともに前年同期を下回りました。

ブリ・サンマにおいては取扱数量が増加しましたが、単価下落により取扱金額が減少いたしました。アジ・イワシ

等が健闘したことにより、鮮魚部門全体として数量、金額ともにほぼ前年同期並となりました。冷凍魚部門は冷鮭

鱒が不振で、冷凍マグロは数量、金額ともに前年同期を上回りましたが、冷凍魚全体では、数量は前年を上回りま

したが、単価下落により金額は前年同期を下回りました。塩干加工品部門は、数量、金額ともに前年同期を下回り

ました。冷蔵倉庫業と不動産賃貸業につきましては、売上高は増加いたしました。 

  当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、水産物卸売業におきましては、前年同期比２．７％減の４１７

億６５百万円となり、冷蔵倉庫業、不動産賃貸業を含め前年同期比２．６％減の４２０億５９百万円となりまし

た。 

  当中間連結会計期間の営業損益は、売上総利益率が前年同期比で低下し、当社グループ全体で人件費を中心に販

売費及び一般管理費の圧縮に努めましたが、前中間連結会計期間の４３百万円の営業利益から４８百万円の営業損

失となりました。経常損益は、効率的な資金運用に努めた結果、１億３４百万円の経常利益となりました。また、

特別利益として貸倒引当金の戻入（１億３百万円）を計上し、一方、特別損失として投資有価証券評価損（７百万

円）、役員退職慰労金（５百万円）、そして連結子会社の会計処理変更に伴う役員退職慰労引当金の過年度分（１

６百万円）を計上した結果、中間純利益は２億６百万円（前中間連結会計期間は６億５８百万円の純利益）となり

ました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが売上債権の増加や冷凍マグ

ロ等の年末販売向けの在庫が増加したことにより△１１億４３百万円（前中間連結会計期間は△２０億９０百万

円）となり、投資活動によるキャッシュ・フローは投資有価証券の純投資などにより△３億２３百万円（前中間連

結会計期間は△７億４４百万円）、財務活動によるキャッシュ・フローが借入金の増加を主因として６億４２百万

円（前中間連結会計期間は１２億５７百万円）となり現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は前連結会

計年度末より８億２３百万円減少して５億５９百万円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．本表における仕入高は、受託品については販売高から卸売手数料を控除した金額を、買付品については仕入

金額を計上している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．冷蔵倉庫業及び不動産賃貸業に関しては、仕入高に該当するものはない。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．上記は、セグメント間取引消去後の金額で記載している。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売業（百万円） 39,885 94.2 

（受託品）（百万円） (14,468) (90.9) 

（買付品）（百万円） (25,416) (96.2) 

冷蔵倉庫業（百万円） － － 

不動産賃貸業（百万円） － － 

合計（百万円） 39,885 94.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物卸売業（百万円） 41,765 97.3 

（受託品）（百万円） (15,308) (90.9) 

（買付品）（百万円） (26,456) (101.4) 

冷蔵倉庫業（百万円） 256 127.5 

不動産賃貸業（百万円）  36 116.6 

合計（百万円） 42,059 97.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

    当社株式の大規模取得行為への対応策（事前警告型買収防衛策）の導入  

      当社は、平成19年２月６日開催の取締役会において、当社株式の大量買付が行われた場合の手続きを明確にし、

     株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を  

     確保することにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、当社株式の大規

     模取得行為への対応策（以下「本プラン」といいます。）を導入することといたしました。 

      具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付または公開買付を実施しようとする買付者に 

     は、必要情報を事前に取締役会に提出していただきます。取締役会の決議により設置する独立委員会は、外部専門

     家等の助言を得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様への情報開示と取締役会が提案した代替案の開示、必要に

     応じて買付者との交渉等を行います。買付者が本プランの手続きを遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同

     の利益を侵害する買付であると独立委員会が判断した場合は、対抗措置の発動（買付者等による権利行使は認めら

     れないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施）を取締役会に勧告し、当社の企業価値・株主共同の

     利益を確保いたします。 

      なお、本プランは、平成19年６月28日開催の第59回定時株主総会において、出席株主の皆様の議決権の過半数の

     ご賛同を得てご承認をいただき、効力が発生しております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当なし。 

５【研究開発活動】 

 該当なし。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

 なお、提出会社は事前警告型の買収防衛策を導入した。 

 内容については、「第２ 事業の状況」の「３ 対処すべき課題」に記載している。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月20日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 22,475,208 22,475,208 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 22,475,208 22,475,208 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日 

～平成19年９月30日 
－ 22,475,208 － 2,037 － 1,302 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％） 

東洋水産株式会社 東京都港区港南２－13－40 1,499 6.67 

株式会社ベニレイ 東京都港区芝浦４－９－25 1,269 5.65 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 
東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,113 4.95 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 1,112 4.95 

バンク オブ ニューヨーク ジ

ーシーエム クライアント アカ

ウンツ イー エル アールジー 

VICTORIA PLAZA,111 BUCKINGHAM PALACE ROAD LONDON SW

１W OSB U.K. 
695 3.09 

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)   （東京都千代田区丸の内２－７－１ 決済事業本部）      

株式会社みずほコーポレー

ト銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 598 2.66 

株式会社ニチレイフレッシ

ュ 
東京都中央区築地６－19－20 550 2.45 

築地魚市場持株会 東京都中央区築地５－２－１ 354 1.58 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２－６－１ 300 1.33 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 260 1.16 

計 － 7,750 34.49 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式     19,000 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,360,000 22,360 ― 

単元未満株式 普通株式     96,208 ― ― 

発行済株式総数 普通株式 22,475,208 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,360 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

築地魚市場㈱ 
東京都中央区築地

5－2－1 
19,000 ― 19,000 0.08 

計 ― 19,000 ― 19,000 0.08 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 上記株価は、東京証券取引所（市場第二部）の取引におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 266 279 285 278 268 230 

最低（円） 237 248 258 257 227 206 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     981     564     1,403  

２．受取手形及び売掛
金     5,868     5,958     5,052  

３．有価証券     60     －     40  

４．たな卸資産     2,827     3,455     3,182  

５．荷主前渡金     244     694     321  

６．繰延税金資産     101     101     101  

７．その他     650     446     620  

８．貸倒引当金     △1,167     △968     △1,102  

流動資産合計     9,565 42.8   10,253 45.8   9,619 43.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1)建物及び構築物   2,394     2,400     2,390    

減価償却累計額   1,502 891   1,556 844   1,523 867  

(2)機械装置及び運
搬具   348     294     292    

減価償却累計額   270 78   237 57   231 60  

(3)土地     631     600     600  

(4)その他   68     85     80    

減価償却累計額   55 12   66 19   63 17  

有形固定資産合計     1,614 7.2   1,521 6.8   1,546 7.0 

２．無形固定資産     67 0.3   70 0.3   67 0.3 

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券 ※1   11,119     10,453     10,636  

(2)その他     698     467     433  

(3)貸倒引当金     △697     △385     △353  

投資その他の資産
合計     11,120 49.7   10,535 47.1   10,717 48.8 

固定資産合計     12,803 57.2   12,127 54.2   12,331 56.2 

資産合計     22,369 100.0   22,381 100.0   21,950 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     2,798     3,334     2,716  

２．短期借入金 ※1   5,660     4,750     3,950  

３．未払法人税等     13     7     17  

４．未払消費税等     5     30     6  

５．未払費用     241     225     244  

６．賞与引当金     51     60     56  

７．その他     471     495     707  

流動負債合計     9,241 41.3   8,904 39.8   7,700 35.1 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債 ※1   700     1,200     1,200  

２．繰延税金負債     1,076     797     1,108  

３．再評価に係る繰延
税金負債     11     11     11  

４．退職給付引当金     845     546     667  

５．役員退職慰労引当
金     54     78     59  

固定負債合計     2,687 12.0   2,634 11.8   3,047 13.9 

負債合計     11,929 53.3   11,539 51.6   10,747 49.0 

（純資産の部）                        

 Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,037 9.1   2,037 9.1   2,037 9.3 

２．資本剰余金     1,309 5.9   1,309 5.8   1,309 6.0 

３．利益剰余金     5,626 25.2   6,446 28.8   6,352 28.9 

４．自己株式     △3 △0.0   △3 △0.0   △3 △0.0 

 株主資本合計     8,969 40.1   9,788 43.7   9,695 44.2 

 Ⅱ 評価・換算差額等                     

   １．その他有価証券  
       評価差額金     1,526 6.8   1,109 5.0   1,564 7.1 

   ２．繰延ヘッジ損益     0 0.0   － －   － － 

   ３．土地再評価差額金     △56 △0.3   △56 △0.3   △56 △0.3

      評価・換算差額等合 
      計     1,469 6.6   1,053 4.7   1,507 6.8

 Ⅲ 少数株主持分     0 0.0   0 0.0   0 0.0 

      純資産合計     10,439 46.7   10,841 48.4   11,202 51.0

    負債純資産合計     22,369 100.0   22,381 100.0   21,950 100.0

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     43,167 100.0   42,059 100.0   87,287 100.0 

Ⅱ 売上原価     40,887 94.7   39,845 94.7   82,616 94.6 

売上総利益     2,280 5.3   2,213 5.3   4,670 5.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費                    

１．出荷奨励金   93     81     186    

２．完納奨励金   61     61     129    

３．保管附帯費   242     278     499    

４．市場使用料   134     131     274    

５．役員報酬   90     92     176    

６．給与及び賞与   858     908     1,767    

７．賞与引当金繰入額   44     1     47    

８．退職給付費用   26     13     70    

９．役員退職慰労引当
金繰入額   5     12     10    

10．厚生費   179     187     357    

11．減価償却費   12     12     23    

12．その他   487 2,236 5.2 480 2,261 5.4 975 4,520 5.2 

営業利益又は営業損
失（△）     43 0.1   △48 △0.1   150 0.2 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   58     57     110    

２．受取配当金   36     74     392    

３．有価証券運用益   143     104     329    

４．雑収入   31 270 0.6 28 263 0.6 48 881 1.0 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   38     43     79    

２．商品評価損   14     31     41    

３．雑損失   9 62 0.1 6 81 0.2 25 146 0.2 

経常利益     251 0.6   134 0.3   885 1.0 

Ⅵ 特別利益                    

１．投資有価証券売却
益   164     －     164    

２．貸倒引当金戻入額   398 562 1.3 103 103 0.3 515 680 0.8 

                     
 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産売却除却
損   －     －     26    

２．投資有価証券評価
損 

  69     7     －    

３．特別割増退職金   －     －     55    

４．過年度役員退職慰
労引当金繰入額 

  48     16     48    

５．役員退職慰労金   31 149 0.4 5 29 0.1 37 168 0.2 

税金等調整前中間
(当期)純利益     664 1.5   207 0.5   1,397 1.6 

法人税、住民税及び
事業税   6     1     13    

法人税等調整額   △0 6 0.0 △0 1 0.0 △0 13 0.0 

少数株主利益     0 0.0   0 0.0   0 0.0 

中間(当期)純利益     658 1.5   206 0.5   1,384 1.6 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 5,035 △2 8,378 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △67   △67 

中間純利益     658   658 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 591 △0 590 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 5,626 △3 8,969 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,861 － △56 1,805 － 10,184 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）           △67 

中間純利益           658 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△335 0 － △335 0 △335 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△335 0 － △335 0 255 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,526 0 △56 1,469 0 10,439 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 6,352 △3 9,695 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △112   △112 

中間純利益     206   206 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 93 △0 93 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 6,446 △3 9,788 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,564 △56 1,507 0 11,202 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △112 

中間純利益         206 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△454 － △454 0 △454 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△454 － △454 0 △360 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

1,109 △56 1,053 0 10,841 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 5,035 △2 8,378 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △67   △67 

当期純利益     1,384   1,384 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1,317 △0 1,316 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,309 6,352 △3 9,695 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,861 △56 1,805 － 10,184 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △67 

当期純利益         1,384 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△297 － △297 0 △297 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△297 － △297 0 1,018 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,564 △56 1,507 0 11,202 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  664 207 1,397 

減価償却費   46 45 86 

貸倒引当金の増減額   △400 △103 △809 

賞与引当金の増減額   4 3 9 

退職給付引当金の増
減額 

  △72 △121 △249 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  54 19 59 

受取利息及び受取配
当金 

  △94 △131 △502 

支払利息   38 43 79 

固定資産関連損益   0 － 26 

有価証券関連損益   △238 △97 △494 

売上債権の増減額   △832 △936 267 

たな卸資産の増減額   △1,685 △273 △2,041 

荷主前渡金の増減額   195 △372 118 

仕入債務の増減額   651 617 569 

その他   △412 △32 △174 

小計   △2,082 △1,131 △1,657 

法人税等の支払額   △8 △11 △11 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,090 △1,143 △1,668 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金純増減額   4 14 △16 

有形無形固定資産の
取得による支出 

  △118 △23 △146 

有形無形固定資産の
売却による収入 

  1 0 30 

投資有価証券の取得
による支出 

  △2,650 △1,945 △5,739 

投資有価証券の売却
による収入 

  1,879 1,461 5,646 

投資有価証券の償還
による収入 

  45 40 195 

貸付金純増減額   8 10 13 

利息及び配当金の受
取額 

  86 121 502 

その他   △1 △2 △4 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △744 △323 483 

         

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金純増減額   1,370 800 △340 

社債発行による収入   － － 500 

自己株式の取得によ
る支出 

  △0 △0 △0 

利息の支払額   △44 △44 △82 

配当金の支払額   △67 △111 △67 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,257 642 9 

         

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △1,577 △823 △1,175 

Ⅴ 現金及び現金同等物期
首残高 

  2,558 1,383 2,558 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  981 559 1,383 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、築地食品㈱、共同水産㈱、八

戸東市冷蔵㈱、八王子魚市場㈱及

び東市フレッシュ㈱６社を連結の

範囲に含めている。 

 

   

  

  

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金等(持

分に見合う額)はいずれも中間連

結財務諸表に与える影響は軽微で

あるため、連結の範囲から除いて

いる。 

 子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、共同水産㈱、八王子魚市場㈱

及び東市フレッシュ㈱４社を連結

の範囲に含めている。 

 なお、共同水産㈱と築地食品㈱

は平成19年４月1日付で合併統合

し、共同水産㈱となっている。 

 

  

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金等(持

分に見合う額)はいずれも中間連

結財務諸表に与える影響は軽微で

あるため、連結の範囲から除いて

いる。 

 子会社のうち、豊海東市冷蔵

㈱、築地食品㈱、共同水産㈱、八

王子魚市場㈱及び東市フレッシュ

㈱５社を連結の範囲に含めてい

る。 

 なお、八戸東市冷蔵㈱は、平成

18年12月26日に清算結了してい

る。 

   

 非連結子会社、築地企業㈱の総

資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金等(持分

に見合う額)はいずれも連結財務諸

表に与える影響は軽微であるた

め、連結の範囲から除いている。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社築地企業㈱は、中

間連結純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金等（持分に見合う

額）に与える影響は軽微であるた

め、持分法を適用していない。 

同左  非連結子会社築地企業㈱は、当

期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金等（持分に見合う額）

に与える影響は軽微であるため、

持分法を適用していない。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結決算日と同一である。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算

日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

商品………主として個別法によ

る低価法 

貯蔵品……個別法による原価法 

③たな卸資産 

同左 

③たな卸資産 

同左 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価

償却方法 

有形固定資産…主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 15～50年 

機械装置及び運搬具 13年 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却方法 

同左 

  

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

同左 

  

  (ハ)  ―――――――― (ハ)    ―――――――― (ハ)繰延資産の処理の方法 

   社債発行費は支出時に全額 

    費用処理している。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、売上債権等を一般債

権、貸倒懸念債権等に分類し、

各債権分類ごとの貸倒実績率に

より貸倒引当金を計上してい

る。 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上してい

る。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務及び年金資産

額に基づいて算定した額を計上

している。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産額

に基づいて算定した額を計上し

ている。 

  ④役員退職慰労引当金 

 提出会社は役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基

づく基準額を計上している。 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく基準額

を計上している。 

④役員退職慰労引当金 

 提出会社は役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基

づく基準額を計上している。 

  (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約   売掛金、買掛金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

  提出会社は、その企業理念で

ある堅実経営に則り、外貨建金

銭債権債務にかかる将来の為替

変動リスクを回避するため、原

則として個別取引ごとにヘッジ

目的で為替予約取引を行ってい

る。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引について個別ヘ

ッジを実施しており、ヘッジに

高い有効性があるとみなすこと

ができるため、ヘッジ有効性の

評価は省略している。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から

有効性評価時点までの期間にお

いてヘッジ対象とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断

している。 

  (ヘ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(ヘ）重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  (ト）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用している。 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

(ト）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

不動産賃貸収入及び費用  従来、提出会社の不動産賃貸に

係る収入及び費用は、「営業外収

益」及び「販売費及び一般管理

費」に計上していたが、当中間連

結会計期間より「売上高」及び

「売上原価」として計上してい

る。この変更は、当中間連結会計

期間より不動産の有効活用のため

に不動産開発部門を新設し、不動

産賃貸事業の拡大を図ることか

ら、今後、金額的重要性が増加す

ることも考慮し、経営成績をより

適正に表示するために行ったもの

である。この変更により、従来と

同一の方法によった場合と比較し

て「売上高」は31百万円増加し、

「営業利益」は同額増加している

が、「経常利益」及び「税金等調

整前中間純利益」に与える影響は

ない。 

 ――――――――  従来、提出会社の不動産賃貸に

係る収入及び費用は、「営業外収

益」及び「販売費及び一般管理

費」に計上していたが、当連結会

計年度より「売上高」及び「売上

原価」として計上している。この

変更は、当連結会計年度より不動

産の有効活用のために不動産開発

部門を新設し、不動産賃貸事業の

拡大を図ることから、今後、金額

的重要性が増加することも考慮

し、経営成績をより適正に表示す

るために行ったものである。この

変更により、従来と同一の方法に

よった場合と比較して「売上高」

は67百万円増加し、「営業利益」

は同額増加しているが、「経常利

益」及び「税金等調整前当期純利

益」に与える影響はない。 

役員退職慰労引当金  従来、提出会社の役員退職慰労

金は、支出時の費用としていた

が、当中間連結会計期間より内規

に基づく基準額を役員退職慰労引

当金として計上する方法に変更し

ている。この変更は、当中間連結

会計期間に役員退職慰労金内規を

整備したことを機に、期間損益の

適正化及び財務内容の健全化を図

るために行ったものである。この

変更により、当中間連結会計期間

に対応する額５百万円は「販売費

及び一般管理費」に、過年度に対

応する額48百万円は「特別損失」

に計上した結果、従来の方法と比

較して「営業利益」及び「経常利

益」はそれぞれ５百万円、「税金

等調整前中間純利益」は54百万円

減少している。  

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業の種類別セグメント

情報」に記載している。 

 従来、連結子会社の役員退職慰

労金は、支出時の費用としていた

が、内規に基づく基準額を役員退

職慰労引当金として計上する方法

に変更している。この変更は、連

結子会社において役員退職慰労金

内規を整備したことを機に、期間

損益の適正化及び財務内容の健全

化を図るために行ったものであ

る。この変更により、当中間連結

会計期間に対応する額３百万円は

「販売費及び一般管理費」に、過

年度に対応する額16百万円は「特

別損失」に計上した結果、従来の

方法と比較して「営業損失」は３

百万円増加し、「経常利益」は３

百万円、「税金等調整前中間純利

益」は20百万円それぞれ減少して

いる。  

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業の種類別セグメント

情報」に記載している。 

 従来、提出会社の役員退職慰労

金は、支出時の費用としていた

が、当連結会計年度より内規に基

づく基準額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更してい

る。この変更は、当連結会計年度

に役員退職慰労金内規を整備した

ことを機に、期間損益の適正化及

び財務内容の健全化を図るために

行ったものである。この変更によ

り、当連結会計年度に対応する額

10百万円は「販売費及び一般管理

費」に、過年度に対応する額48百

万円は「特別損失」に計上した結

果、従来の方法と比較して「営業

利益」及び「経常利益」はそれぞ

れ10百万円、「税金等調整前当期

純利益」は59百万円減少してい

る。  

 また、セグメント情報に与える

影響は「事業の種類別セグメント

情報」に記載している。 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号平成17

年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は10,439百万円であ

る。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

 ――――――――  当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は11,202百万円であ

る。 

 なお、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。 

  

 



追加情報 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

減価償却方法の変更  ――――――――  当中間連結会計期間より、法人

税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更してい

る。 

 この変更が損益に与える影響は

軽微である。 

 ―――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月30日） 

──────  法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上してい

る。 

 これにより営業損失が４百万円増加

し、経常利益及び税金等調整前中間純

利益がそれぞれ４百万円減少してい

る。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。  

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加0千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

投資有価証券 1,099百万円

担保資産に対応する債務  

社債  700百万円

   

投資有価証券 786百万円

担保資産に対応する債務 

短期借入金  1,200百万円

社債  1,200百万円

計  2,400百万円

投資有価証券  1,575百万円

担保資産に対応する債務  

短期借入金  1,000百万円

社債  1,200百万円

計  2,200百万円

 上記のほか東京都に対する預託保証金と

して投資有価証券18百万円が担保に供され

ている。 

────── ────── 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,475 － － 22,475 

合計 22,475 － － 22,475 

自己株式        

普通株式（注） 15 0 － 16 

合計 15 0 － 16 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 67 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加1千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数増加2千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,475 － － 22,475 

合計 22,475 － － 22,475 

自己株式        

普通株式（注） 18 1 － 19 

合計 18 1 － 19 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 112 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,475 － － 22,475 

合計 22,475 － － 22,475 

自己株式        

普通株式（注） 15 2 － 18 

合計 15 2 － 18 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 67 3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 112 利益剰余金 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定   981百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
  －百万円

現金及び現金同等物   981百万円

現金及び預金勘定   564百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△5百万円

現金及び現金同等物  559百万円

現金及び預金勘定 1,403百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△20百万円

現金及び現金同等物 1,383百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資
産(その他) 

400 161 238 

その他 119 71 47 

合計 519 233 286 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資
産(その他) 

335 137 198 

その他 145 81 64 

合計 481 218 262 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固定資
産(その他) 

406 191 215 

その他 119 82 36 

合計 526 273 252 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 84百万円

１年超 206百万円

合計 291百万円

１年内   83百万円

１年超 184百万円

合計    267百万円

１年内     82百万円

１年超    174百万円

合計    257百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 40百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料   49百万円

減価償却費相当額   45百万円

支払利息相当額  3百万円

支払リース料   87百万円

減価償却費相当額   80百万円

支払利息相当額  6百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ている。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 89 91 1 

その他 2,421 1,905 △516 

合計 2,511 1,996 △514 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,442 4,054 2,612 

その他 768 725 △43 

合計 2,211 4,780 2,569 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 247 

非公募投資信託等 3,640 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について７百万円減損処理を行っておりま 

   す。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場 

   合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要 

   と認められた額について減損処理を行っております。      

 
中間連結貸借対照表  
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 － － － 

その他 2,321 1,831 △490 

合計 2,321 1,831 △490 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,639 3,547 1,908 

その他 1,244 1,210 △34 

合計 2,884 4,757 1,873 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 148 

非公募投資信託等 3,225 



前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主なもの 

  

（デリバティブ取引関係） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 40 40 0 

その他 2,321 1,877 △444 

合計 2,361 1,917 △443 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,437 3,910 2,473 

その他 840 1,006 165 

合計 2,278 4,917 2,638 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 148 

非公募投資信託等 3,249 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会

計を適用しているため、該当事項は

ない。 

デリバティブ取引は、期末残高がな

いため、該当事項はない。 

同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

         ２．各セグメントの範囲 

           (1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

           (2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

           (3）不動産賃貸業……不動産の賃貸等 

 ３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

 ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、従来、役員退職慰労金

は支出時の費用としていたが、当中間連結会計期間より内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業

利益は「水産物卸売業」で５百万円、「冷蔵倉庫業」で０百万円、「不動産賃貸業」で０百万円、それぞれ

減少している。 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

不動産賃貸業 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 42,934 201 31 43,167 －  43,167 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 12 3 16 (16) － 

計 42,934 213 35 43,183 (16) 43,167 

営業費用 42,877 225 37 43,139 (16) 43,123 

営業利益 56 △11 △1 43 － 43 



 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

   （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

         ２．各セグメントの範囲 

           (1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

           (2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

           (3）不動産賃貸業……不動産の賃貸等 

 ３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

 ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、連結子会社は、従来、

役員退職慰労金は支出時の費用としていたが、当中間連結会計期間より内規に基づく基準額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結

会計期間において、「水産物卸売業」の営業損失は２百万円増加し、「冷蔵倉庫業」の営業利益は１百万円

減少している。 

 提出会社及び連結子会社は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。この変更が損益

に与える影響は軽微である。 

 また、追加情報に記載のとおり、平成19年３月31日以前に取得した資産について、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却する方法に変更している。この変更により、当

中間連結会計期間において、「水産物卸売業」の営業損失は０百万円増加し、「冷蔵倉庫業」の営業利益は

０百万円、及び「不動産賃貸業」の営業利益は３百万円それぞれ減少している。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法……業種別の区分により行っている。 

２．各セグメントの範囲 

(1）水産物卸売業……水産物及びその加工製品の販売 

(2）冷蔵倉庫業………水産物の冷蔵保管等 

(3）不動産賃貸業……不動産の賃貸等 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

不動産賃貸業 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 41,765 256 36 42,059 － 42,059 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 6 3 10 (10) － 

計 41,765 263 40 42,069 (10) 42,059 

営業費用 41,845 253 18 42,117 (10) 42,107 

営業利益又は営業損失（△） △80 9 22 △48 － △48 

 
水産物卸売業 
（百万円） 

冷蔵倉庫業 
（百万円） 

不動産賃貸業 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 86,777 442 67 87,287 － 87,287 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 25 7 33 (33) － 

計 86,777 467 75 87,320 (33) 87,287 

営業費用 86,650 470 49 87,170 (33) 87,136 

営業利益 127 △2 26 150 － 150 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本国以外の国又は地域に所在する連

結子会社がないため所在地別セグメント情報は記載していません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の１０％未

満であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 464.82円

１株当たり中間純利益 29.32円

１株当たり純資産額     482.81円

１株当たり中間純利益      9.18円

１株当たり純資産額 498.85円

１株当たり当期純利益 61.64円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

付社債等潜在株式がないため記載し

ていない。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益（百万円） 658 206 1,384 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益

（百万円） 
658 206 1,384 

期中平均株式数（千株） 22,459 22,456 22,458 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   646     318     1,134    

２．受取手形   0     0     －    

３．売掛金   5,528     5,600     4,528    

４．たな卸資産   2,454     3,229     2,846    

５．荷主前渡金   244     694     321    

６．短期貸付金   638     262     487    

７．繰延税金資産   101     101     101    

８．その他   561     386     546    

９．貸倒引当金   △1,172     △978     △1,100    

流動資産合計     9,002 42.4   9,615 45.4   8,865 42.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1   1,050     1,015     1,040  

２．無形固定資産     65     65     65  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※2 11,122     10,432     10,660    

(2）その他   1,020     419     391    

(3）貸倒引当金   △1,046     △371     △341    

投資その他の資産
合計     11,096     10,480     10,710  

固定資産合計     12,211 57.6   11,561 54.6   11,816 57.1 

資産合計     21,214 100.0   21,176 100.0   20,681 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   20     －     52    

２．買掛金   2,534     3,134     2,400    

３．短期借入金 ※2 5,600     4,500     3,750    

４．未払法人税等   8     6     7    

５．賞与引当金   44     50     48    

６．その他   545     581     768    

流動負債合計     8,752 41.3   8,273 39.1   7,027 34.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債 ※2 700     1,200     1,200    

２．繰延税金負債   1,042     763     1,074    

３．再評価に係る繰延
税金負債   11     11     11    

４．退職給付引当金   737     443     545    

５．役員退職慰労引当
金   54     58     59    

固定負債合計     2,545 12.0   2,477 11.7   2,891 14.0 

負債合計     11,298 53.3   10,750 50.8   9,919 48.0 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,037 9.6   2,037 9.6   2,037 9.8 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金     1,302 6.1   1,302 6.2   1,302 6.3 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   465     465     465    

(2）その他利益剰
余金                    

別途積立金   3,760     4,960     3,760    

繰越利益剰余
金   878     599     1,678    

利益剰余金合
計     5,103 24.1   6,024 28.4   5,903 28.5 

４．自己株式     △3 △0.0   △3 △0.0   △3 △0.0 

株主資本合計     8,440 39.8   9,360 44.2   9,240 44.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券
評価差額金     1,532 7.2   1,122 5.3   1,579 7.6 

２．繰延ヘッジ損益     0 0.0   － －   － － 

３．土地再評価差額
金     △56 △0.3   △56 △0.3   △56 △0.3 

評価・換算差額等合計     1,475 6.9   1,065 5.0   1,522 7.3 

純資産合計     9,916 46.7   10,426 49.2   10,762 52.0 

負債純資産合計     21,214 100.0   21,176 100.0   20,681 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     40,698 100.0   39,580 100.0   81,971 100.0 

Ⅱ 売上原価     38,949 95.7   37,855 95.6   78,426 95.7 

売上総利益     1,748 4.3   1,725 4.4   3,544 4.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,701 4.2   1,761 4.4   3,430 4.2 

営業利益又は営業
損失（△）     47 0.1   △35 △0.0   114 0.1 

Ⅳ 営業外収益 ※1   249 0.6   262 0.6   841 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※2   57 0.1   75 0.2   137 0.2 

経常利益     240 0.6   151 0.4   818 1.0 

Ⅵ 特別利益 ※3   481 1.2   92 0.2   696 0.8 

Ⅶ 特別損失 ※4   141 0.4   9 0.0   133 0.2 

税引前中間(当期)
純利益     579 1.4   234 0.6   1,381 1.7 

法人税、住民税及
び事業税   1     1     2     

法人税等調整額   － 1 0.0 － 1 0.0 － 2 0.0 

中間(当期)純利益     578 1.4   233 0.6   1,378 1.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,360 767 4,592 △2 7,929 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当(注)         △67 △67   △67 

中間純利益         578 578   578 

別途積立金の積立(注)       400 △400 －   － 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 400 111 511 △0 510 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,760 878 5,103 △3 8,440 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,829 － △56 1,773 9,702 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注)         △67 

中間純利益         578 

別途積立金の積立(注)         － 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△297 0 － △297 △297 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△297 0 － △297 213 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

1,532 0 △56 1,475 9,916 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,760 1,678 5,903 △3 9,240 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △112 △112   △112 

中間純利益         233 233   233 

別途積立金の積立       1,200 △1,200 －   － 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 1,200 △1,079 120 △0 120 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 4,960 599 6,024 △3 9,360 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等合
計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,579 △56 1,522 10,762 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △112 

中間純利益       233 

別途積立金の積立       － 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△456 － △456 △456 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△456 － △456 △336 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

1,122 △56 1,065 10,426 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,360 767 4,592 △2 7,929 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当(注)         △67 △67   △67 

当期純利益         1,378 1,378   1,378 

別途積立金の積立(注)       400 △400 －   － 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 400 911 1,311 △0 1,310 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,037 1,302 465 3,760 1,678 5,903 △3 9,240 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価
差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等合
計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,829 △56 1,773 9,702 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当(注)       △67 

当期純利益       1,378 

別途積立金の積立(注)       － 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△250 － △250 △250 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△250 － △250 1,060 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,579 △56 1,522 10,762 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法(定額法) 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産 

商品………個別法による低価法 

貯蔵品……個別法による原価法 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  建物及び構築物 15～50年 

機械装置      13年 

   

３．繰延資産の処理の方法 ―――――――― ―――――――― 社債発行費は支出時に全額費用処

理している。 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、売上債権等を一般債権、貸

倒懸念債権等に分類し、各債権分

類ごとの貸倒実績率により貸倒引

当金を計上している。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上している。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産額に基づ

いて算定した額を計上している。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産額に基づいて算定し

た額を計上している。 

  (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく基準額を計

上している。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

５．重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．重要なヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約   売掛金、買掛金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

 当社は、その企業理念である堅

実経営に則り、外貨建金銭債権債

務にかかる将来の為替変動リスク

を回避するため、原則として個別

取引ごとにヘッジ目的で為替予約

取引を行っている。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引について個別ヘッ

ジを実施しており、ヘッジに高い

有効性があるとみなすことができ

るため、ヘッジ有効性の評価は省

略している。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

 原則としてヘッジ開始時から有

効性評価時点までの期間において

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計とを比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断している。 

７．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。また、仮払消費税

等及び仮受消費税等は、相殺の

上、流動資産の「その他」に含め

て表示した。 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。また、仮払消費税

等及び仮受消費税等は、相殺の

上、流動負債の「その他」に含め

て表示した。 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

不動産賃貸収入及び費用  従来、不動産賃貸に係る収入及

び費用は、「営業外収益」及び

「販売費及び一般管理費」に計上

していたが、当中間会計期間より

「売上高」及び「売上原価」とし

て計上している。この変更は、当

中間会計期間より不動産の有効活

用のために不動産開発部門を新設

し、不動産賃貸事業の拡大を図る

ことから、今後、金額的重要性が

増加することも考慮し、経営成績

をより適正に表示するために行っ

たものである。この変更により、

従来と同一の方法によった場合と

比較して「売上高」は35百万円増

加し、「営業利益」は同額増加し

ているが、「経常利益」及び「税

引前中間純利益」に与える影響は

ない。 

 ――――――――  従来、不動産賃貸に係る収入及

び費用は、「営業外収益」及び

「販売費及び一般管理費」に計上

していたが、当事業年度より「売

上高」及び「売上原価」として計

上している。この変更は、当事業

年度より不動産の有効活用のため

に不動産開発部門を新設し、不動

産賃貸事業の拡大を図ることか

ら、今後、金額的重要性が増加す

ることも考慮し、経営成績をより

適正に表示するために行ったもの

である。この変更により、従来と

同一の方法によった場合と比較し

て「売上高」は75百万円増加し、

「営業利益」は同額増加している

が、「経常利益」及び「税引前当

期純利益」に与える影響はない。 

役員退職慰労引当金  従来、役員退職慰労金は、支出

時の費用としていたが、当中間会

計期間より内規に基づく基準額を

役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更している。この変更

は、当中間会計期間に役員退職慰

労金内規を整備したことを機に、

期間損益の適正化及び財務内容の

健全化を図るために行ったもので

ある。この変更により、当中間会

計期間に対応する額５百万円は

「販売費及び一般管理費」に、過

年度に対応する額48百万円は「特

別損失」に計上した結果、従来の

方法と比較して「営業利益」及び

「経常利益」はそれぞれ５百万

円、「税引前中間純利益」は54百

万円減少している。 

 ――――――――  従来、役員退職慰労金は、支出

時の費用としていたが、当事業年

度より内規に基づく基準額を役員

退職慰労引当金として計上する方

法に変更している。この変更は、

当事業年度に役員退職慰労金内規

を整備したことを機に、期間損益

の適正化及び財務内容の健全化を

図るために行ったものである。こ

の変更により、当事業年度に対応

する額10百万円は「販売費及び一

般管理費」に、過年度に対応する

額48百万円は「特別損失」に計上

した結果、従来の方法と比較して

「営業利益」及び「経常利益」は

それぞれ10百万円、「税引前当期

純利益」は59百万円減少してい

る。 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は9,916百万円であ

る。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。  

 ――――――――  当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は10,762百万円であ

る。 

 なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

している。  

 



追加情報 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

減価償却方法の変更  ――――――――  当中間会計期間より、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更している。 

 この変更が損益に与える影響は

軽微である。 

 ―――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上している。 

 これにより営業損失が４百万円増加

し、経常利益及び税引前中間純利益が

それぞれ４百万円減少している。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

（百万円） 

1,324 

（百万円） 

1,371 

（百万円） 

1,343 

※２．担保資産 担保に供している資産  

  （百万円）

  投資有価証券 1,099

担保資産に対応する債務  

  （百万円）

  社債 700

     

担保に供している資産  

  （百万円）

  投資有価証券 786

担保資産に対応する債務  

  （百万円）

  短期借入金 1,200

  社債 1,200

  計 2,400

担保に供している資産  

  （百万円）

  投資有価証券 1,575

担保資産に対応する債務  

  （百万円）

  短期借入金 1,000

  社債 1,200

  計 2,200

   上記のほか東京都に対する預託

保証金として投資有価証券18百万

円が担保に供されている。 

――――― ――――― 

偶発債務     ―――――  

    

   

  ――――― 

   

取引先買入保証  

  （百万円）

   東市フレッシュ㈱ 1

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※1.営業外収益の主要項目   （百万円） 

受取利息 11 

有価証券利息 50 

受取配当金 37 

有価証券運用益 136 

  （百万円） 

受取利息 16 

有価証券利息 43 

受取配当金 84 

有価証券運用益 105 

  （百万円） 

受取利息 21 

有価証券利息 97 

受取配当金 390 

有価証券運用益 313 

※2.営業外費用の主要項目 支払利息 37 支払利息 41 支払利息 77 

商品評価損 41 

※3.特別利益の主要項目 投資有価証券売却益 104 

貸倒引当金戻入額 376 

貸倒引当金戻入額 92 投資有価証券売却益 104 

貸倒引当金戻入額 591 

※4.特別損失の主要項目 投資有価証券評価損 63 

過年度役員退職慰労引当

金繰入額 

48 

役員退職慰労金 29 

関係会社株式評価損 9 特別割増退職金 55 

過年度役員退職慰労引当

金繰入額 

48 

役員退職慰労金 29 

減価償却実施額   （百万円） 

有形固定資産 26 

  （百万円） 

有形固定資産 29 

  （百万円） 

有形固定資産 52 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加0千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加1千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数増加2千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 15 0 － 16 

合計 15 0 － 16 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 18 1 － 19 

合計 18 1 － 19 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注） 15 2 － 18 

合計 15 2 － 18 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産 414 167 247 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産 369 157 212 

その他  5 0 5 

合計 375 158 217 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具備品 368 162 206 

その他 52 35 17 

合計 421 197 223 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   65百万円

１年超   183百万円

合計    249百万円

１年内     66百万円

１年超      152百万円

合計       219百万円

１年内 66百万円

１年超      159百万円

合計       225百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料   27百万円

減価償却費相当額   26百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料     37百万円

減価償却費相当額     35百万円

支払利息相当額   1百万円

支払リース料     62百万円

減価償却費相当額     59百万円

支払利息相当額   2百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってい

る。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

  

（減損損失について）  

同左 

  

  

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはない。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 441.52円

１株当たり中間純利益     25.76円

１株当たり純資産額    464.31円

１株当たり中間純利益   10.38円

１株当たり純資産額  479.27円

１株当たり当期純利益      61.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載していない。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株予約権

付社債等潜在株式がないため記載し

ていない。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益（百万円） 578 233 1,378 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純益  

   （百万円） 
578 233 1,378 

期中平均株式数（千株） 22,459 22,456 22,458 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

      事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年10月30日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月１４日

築地魚市場株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 岡村 俊克   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、築地魚市場株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

（１） 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸に係

る収入及び費用について、当中間連結会計期間から計上区分を変更した。 

（２） 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金

について、当中間連結会計期間から内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月１９日

築地魚市場株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 岡村 俊克   印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている築地魚市場株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、築地魚市場株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１８年１２月１４日

築地魚市場株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 岡村 俊克    印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている築地

魚市場株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、築地魚市場株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

（１） 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は不動産賃貸に係る収

入及び費用について、当中間会計期間から計上区分を変更した。 

（２） 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金につ

いて、当中間会計期間から内規に基づく基準額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成１９年１２月１９日

築地魚市場株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 岡村 俊克    印 

 
指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士 百井 俊次   印 

 
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士 湯浅 敦    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている築地魚市場株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、築地魚市場株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４

月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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